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税務代理人に関する新しい規則
のご案内 – 最新情報

PMK-441 が2026年7月6日に公布され、税務代理人となるための要件および納税
者の代理人の権利の行使と税務上の義務履行の手続きが定められました。PMK-
44はPMK-2292を廃止しています。PMK-229の詳細については、TaxFlash 
No.01/2015をご参照ください。

原則として、納税者の代理人に任命され得る者には、税務コンサルタント、その
他の関係者、および家族が含まれます。税務コンサルタントに関する規定はほぼ
変更ありません。家族で代理人となれるのは、国税通則法（Ketentuan Umum 
dan Tata Cara Perpajakan、「KUP法」）第32条に定めるとおり、納税者の配偶
者、夫または妻、または二親等以内の血族・姻族となります。PMK-44では、主
に「その他の関係者」という、納税者の代理人となり得る新たなカテゴリーが導
入されました。

能力要件

納税者の代理人として任命される者は、家族以外の場合、税務に関する一定の能
力を有している必要があります。この能力とは、現行の税法および規則を十分に
理解していることを指します。税務コンサルタントは、税務コンサルタントライ
センスを取得することでこの要件を満たすものとみなされ、その他の関係者は登
録証明書（Surat Keterangan Terdaftar、以下「SKT」）を保有している場合に必
要な能力を有すると見なされます。
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その他の関係者

PMK-44は、税理士および家族以外の者で、登録証明書（Surat Keterangan
Terdaftar、「SKT」）を取得し、納税者の代理人として任命されることができる
個人を「その他の関係者」と定義しています。その他の関係者の詳細およびSKTの
取得方法については、別途財務大臣規則で定められる予定です。

特に元財務省職員については、能力要件を満たすことに加え、以下の場合に限り
納税者の代理人として任命されることができます。
a. 退職した財務省公務員の場合：

• 公務員として勤務していた期間中に重大な懲戒処分を受けたことがないこ
と、および

• 退職日から5年間のクーリングオフ期間を経過していること
b. 義務的な定年に達する前に退職した元財務省公務員の場合：

• 名誉ある辞職であったこと
• 公務員として勤務していた期間中に重大な懲戒処分を受けたことがないこ

と、および
• 公務員退職命令に記載された退職日から5年間のクーリングオフ期間を経

過していること
c. 財務省において雇用契約に基づく公務員（Pegawai Pemerintah dengan

Perjanjian Kerja、「PPPK」）として勤務していた個人については：
• 勤務期間中に重大な懲戒処分を受けたことがなく、不名誉な解雇をされて

いないこと、および
• 雇用契約の満了日または解雇通知書に記載された解雇の発効日から5年間

のクーリングオフ期間を経過していること

管理要件

• DGT行政システムへの登録

税理士およびその他の関係者は、国税総局（DGT）の行政システムに登録され
ていなければなりません。登録のためには、有効な税理士免許（税理士の場
合）または有効な登録証明書（Surat Keterangan Terdaftar、「SKT」）（その
他の関係者の場合）を提出する必要があります。

• 代理人委任状

納税者の権利を行使し、または納税義務を履行するためには、納税者の代理人
は納税者から特別代理権（代理人委任状）を、電子または紙の形式で付与され、
それをDGTに電子的または直接提出しなければなりません。代理の範囲に電子
的な納税義務の履行が含まれる場合、納税者は代理人に対して納税者ポータル
へのアクセス権限を付与する必要があります。

PMK-44は、代理人委任状が以下の要件を満たすことを定めています。
a. 少なくとも以下を含むこと：

• 権限を付与する納税者の氏名、納税者番号（Nomor Pokok Wajib Pajak、
以下「NPWP」）、および署名

• 任命された納税者の代理人の氏名、NPWP、署名
• 任命された納税者の代理人の地位（例：税理士、その他の関係者、また
は家族）

• 委任される具体的な税務上の権利・義務
• 特別代理権（代理人委任状）の有効期間 ※新規追加

b. 適用される印紙税の要件に従い、適切に印紙を貼付すること
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c. 該当する場合には、家族関係を証明する書類（例えば、家族カードの写し
または同等の書類）を添付すること。

加えて、納税者の代理人の任命は、以下の場合に終了します。
a. 特別代理権（代理人委任状）の有効期間が満了した場合；
b. 納税者が任命を取り消した場合；
c. 税理士免許または登録証明書（SKT）が停止および・または取り消された

場合、または
d. 納税者の代理人が、税務犯罪またはその他の刑事犯罪で有罪判決を受けた

場合

納税者の代理人の選任が終了した場合には、当該代理人の納税者ポータルへの
アクセス権も取り消されます。

従前の規定と同様に、納税者が代理人の選任を取り消す場合には、取消通知書
を作成の上、税務総局に対して、対面または電子的手段（PMK-44により新た
に導入された方法です）により提出する必要があります。取消しは税務総局が
これを受領した時点で効力を生じ、遡及して適用されません。なお、納税者が
新たな代理人を選任する場合には、新たな選任を行う前に取消通知書を提出す
る必要があります。

納税者の代理人の選任が、税務コンサルタントライセンスまたはSKTの停止も
しくは取消し、または当該代理人が刑事犯罪で有罪判決を受けたことにより終
了する場合には、税務総局は、納税者および選任された代理人の双方に対し、
当該選任の終了通知を発行し、送付します。

• 選任書 (Surat Penunjukkan)

従前の規定と同様に、納税者の代理人は、選任書を発行することにより、その
従業員またはその他の関係者を指名し、税務総局に対する税務書類の提出およ
び・または税務総局からの税務書類の受領を行わせることができます。さらに、
PMK-44では、当該従業員またはその他の関係者が、委任された税務上の権利
および・または義務に関する税務書類を提出・受領する都度、当該選任書を所
轄の税務総局職員に提示することが新たに求められています。

経過規定

PMK-44の施行時点において、2026年7月6日より前に提出されていた委任状は、引
き続き有効です。

PMK-44では経過措置も設けられており、税務コンサルタント以外の個人であって
も、インドネシア税務研修修了証または租税に関する正式な資格（認定大学の少
なくともディプロマIII）を有する者については、2026年12月31日まで引き続き納
税者の代理人として選任することができます。この場合、納税者は、当該個人の
資格を証明する資料とともに、書面による委任状を所轄の税務署を通じて税務総
局に提出する必要があります。当該代理権は、委任された税務上の権利および・
または義務が完全に履行されるまで有効です。
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